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企業行動原則
1. 社会的に有用な商品の提供
私たちは、社会に有用な商品を、安全性に十分配慮して
開発・提供し、消費者・顧客の信頼を獲得します。
　2. 公正・透明・自由な取引
私たちは、商品の販売、材料等の購入においては、公
正で透明かつ自由な取引を行います。
　3. 適正な情報の開示と管理
私たちは、正確かつ公正な企業情報を、適時に開示する
とともに、情報の価値を損なう管理・利用は行いません。
また、「社外の知的財産権や機密情報」を違法に入手・利
用することのないよう行動します。

4. 反社会的勢力・団体の排除
私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢力および団体に対しては、 毅然とした姿勢で対処し
ます。

5. 環境保全の取り組み
私たちは、環境問題への取り組みは企業の存在と活動に必
須の要件であることを認識し、自主的・積極的に行動します。

6. 社会貢献活動の実践
私たちは、「良き企業市民」として、積極的に地域社会活
動等を支援します。

7. 国際社会との調和
私たちは、グローバルな企業として、国際ルールや現地
の法律の遵守はもとより、現地の文化や慣習を尊重し、
その発展に寄与するように行動します。

8.人権の尊重と安全で働きやすい職場環境の確保
私たちは、社員の人格・個性を互いに尊重し、公私のけじ
めをつけ、公正な職場秩序の維持を図り、清潔かつ安全
な職場環境を実現します。

9. 役員の責任
役員は、本行動憲章の精神の実現が自らの役割であるこ
とを認識し、率先垂範の上、関係者に周知徹底します。
また社内外の声を常時把握し、実効ある社内体制の整
備を行うとともに、企業倫理の徹底を図ります。

10. 問題発生時の対応
本行動憲章に反するような事態が発生したときには、役
員は自ら問題解決にあたり、原因究明、再発防止に努め
ます。
また社会への迅速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂
行し、権限と責任を明確にした上で自らを含めて厳正な
処分を行います。

NOK 企業行動憲章

　ＮＯＫ株式会社は、ＮＯＫ精神に基づく経営理念のもと、単に公正な競争を通じて利潤を追求するという
経済主体に留まらず、すべての利害関係者、いわゆるステークホルダーに誇りをもってもらい、ともに
夢を追い続けることのできる経営を次の経営方針で推進し、広く社会にとって有用な存在であることを
めざします。その実現のために、以下の 10 原則に基づき、国の内外を問わず、人権を尊重し、関係法令・
国際ルール及びその精神を遵守するとともに、社会的良識をもって自主的に行動します。

経 営 理 念

1. 経営資源を重点分野に集中させ、より強く、より独自性に富んだ部品メーカーになること
2. 営業第一線から製造現場まで、コスト削減を徹底し、収益体質をより強固なものとすること
3. 品質向上のための研究を重ね、技術に裏打ちされた独自性のある、かつ社会に有用な商品を
　世界中で生産・販売すること

1. 愛情と信頼に基づく人間尊重経営
2. 派閥の無い強固な団結による風通しのよい経営
3. 超常識の努力を惜しまない逆境に強い経営
4. 常に夢を求める計画経営

経 営 方 針

子供と一緒にノーテレビ　会話がはずむ省エネ家族 加藤 千奈美（佐賀事業場）

企業倫理を確立し、社会の信頼と共感を得るための原則を企業行動憲章として定めています。



人数役職
取締役
監査役（社外監査役）

19人
  5人（3人）

NOKの取締役、監査役数

原因危機の種類

火災・爆発
自然災害（地震・水害など）
病気（SARSなど）
材料供給停止
ライフライン途絶
司法（犯罪・利益供与など）
税務（税法違反など）
会社法・金融商品取引法（株主代表訴訟など）
環境（汚染など）
労働法（労基法違反・セクハラなど）
労働災害
交通事故
自然災害（地震・水害など）
火災・爆発
海外での戦争・暴動・テロ・誘拐など

重大な機密情報の紛失・漏洩
重大な品質問題
その他

会社経営に重大な影響を及ぼす危機（緊急事態）

操業停止

法令違反などの発生

従業員の死亡、重大な
障害の発生、または
その恐れがある場合

訴訟

その他会社経営に重大な
影響を及ぼす事項
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　NOK 企 業 行 動原 則（p.9 参照 ）に基づき、 事 業 活 動に
おいてコンプライアンスを重視することを明確にするととも
に、コンプライアンス規程・従業員コンプライアンス行動指針
を整備しています。これらに従い、従業員教育の実施などに
より、法令、定款及び社内規則などに適合する体制を確立し、
推進します。

　NOKグル－プでは、知的財産管理部署を設置して、他社
特許権などを侵害しないように努めるとともに、自社発明
の権利化を推進しています。また、技術者の意欲向上の
ため、特許法に準拠した職務発明規程を定め、出願 、登録 、
実 施（ライセンスを含む）の各段階で、発明者に報奨金を
支払う仕組みとしています。

　2007年度は、前年度に実施した情報漏えい対策に続き、
情 報の 保 全と情 報セキュリティ確保のための組 織作りを
テーマとして活動しました。NOKグループ全体として、情報
セキュリティ対策を組織的に遂行する基盤を整え、今後継続的
に維持していくことになります。

　NOK で は、 総 務 部 が 中 心 となり、 定 期 的 に各 部 門・
グループ会社の法令遵守状況を確認しています。
　2007年度は、重要な違反及び当社の業績に重要な影響
を及ぼす訴訟などはありませんでした。

　NOK は株主、従業員、社会を始めとするすべてのステーク
ホルダーに誇りを持っていただける企業を目指して、コーポ
レート・ガバナンスの継続・強化を経営の重要課題の一つ
としています。
　当社では、監査役制度を採用しています。業務に精通した
取締役が経営の重要事項の決定に関与することが必要で
あると考え、業務執行者を兼務する取締役が互いに連携して
業務を遂行する一方、取締役による相互監視と社外監査役
による経営の監査を行う体制になっています。

　2007 年 3 月、NOK では緊急事態の予防及び緊急事態が
発生した時の対応について定めるリスク管理規程を制定し
ました。リスク管理規程では、会社経営に重大な影響を及
ぼす危機（緊急事態）の定義と適用範囲を定めるとともに、
緊急事態の予防体制や緊急事態発生時の情報伝達ルート
及び 対応の原則を明らかにすることによって、リスクへの
対応強化を進めています。

　2007 年 3 月、NOK では個人情報の収集・利用・管理を
行う場合の取り扱いについて定める個人情報保護規程を制
定しました。これによって、個人情報管理責任者を定め、個
人情報の安全管理対策について従業員・役員への徹底を図
っています。個人情報を含む電子情報については、個人情報
保護規程に定めることのほか、「NOK セキュリティマニュアル」
に基づき管理することとしています。

すべてのステークホルダーが誇りを持てる企業を目指し、内部統制システムを確立し、コンプライアンス体制を整えています。

コーポレートガバナンス・コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス体制

法令遵守状況

リスク管理

知的財産の保護

企業統治体制

情報セキュリティ対策

個人情報保護規程

変えるのは「誰かじゃなくて私達」　ストップ温暖化！　始めよう、未来のためにエコライフ 森 朋子（熊本事業場）



環境担当役員

品質管理室長

事 業 場
事業場環境保全

中央環境保全委員会 統括事務局

環境保全専門部会

VOC削減
小委員会

省エネルギー
小委員会

ゼロエミッション
推進小委員会

各 部 門事業場環境保全委員会

社　長
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環境保全基本方針

　NOK では、全社規模の環境マネジメント
体制を整えています。体制の中心となるのは、
社長や各本部長、各事業場長によって構成
される「中央環境保全委員会」です。ここから
環境保全専門部会を経て、さまざまな環境
保全の取り組みが実行されます。

　企業が社会の一員であることを前提に、事業の活動 ･ 製品及びサービスが広く地球規模で
の環境影響に関わりを持つことを全社員が認識し、持続的な発展が可能な社会の実現に貢献
すべく会社の環境保全基本方針を定め、次世代以降も視野に入れた環境保全管理に努める。

１．従来の固有技術を踏まえ、環境保全に配慮した技術の向上 ･ 製品の開発を推進し、環境負荷
の低減に努める。

２．地球温暖化防止を図る為、省エネルギーを推進し、循環型社会に対応して資源の再使用と
再利用及び廃棄物の削減を推進する。

３．環境負荷の低減においては、目的 ･ 目標を設定し、取引先を含む関係各社とも協力して継続
的な改善を図り、地球環境の保全、汚染の防止に努める。

４．関連する法規制、地方自治体条例、地域協定等を順守し、環境保全活動を推進する。

５．業界や取引先の自主規制を順守し、ステークホルダーの環境への要求事項に対して積極的に
取り組む。

６．環境保全活動や社会貢献に関する情報を開示し、地域・社会とのコミュニケーションを図る。

７．良き企業市民として全社員が地球環境保全の重要性を認識し、地球環境への意識高揚を図る。

NOK 株式会社 代表取締役 会長兼社長
NOK 中央環境保全委員会委員長

制定　2001 年 9 月 17 日
改定　2007 年 9 月　1 日

全社規模の環境マネジメント体制を整え、環境保全基本方針に基づいた活動を推進していきます。

NOK の環境マネジメント

環境管理組織体制

他人任せはもうやめよう　防ごう地球温暖化　大事にしよう環境資源 須藤 大輔（湘南開発センター）



IN OUT

オイルシール

Oリング

　　1,133百万個
3,696百万個

主要製品生産個数
2007年度

電　　　力

ガ ソ リ ン

灯　　　油

A　重　油

軽　　　油

液化石油ガス

128,429千kWh 

96kℓ

20kℓ

1,504kℓ

4kℓ

1,005 t    

エネルギー

C O 2

P R T R 物 質
（大気への排出量）

54.6千t-CO2

348 t

大気への排出

公共用水域への排水量

P R T R 物 質
（公共用水域への排出量）

311 千m3

0.06 t

水域への排出

産業廃棄物排出量

リサ イクル 量

ゴムばり等廃プラスチック

最終埋立処分量

11,061 t

10,996 t

3,110 t

65 t

廃棄物

ゴ　　　ム

配　合　剤

プラスチック類

金　属　類

9,073 t

8,529 t

1,481 t

54,151 t

原材料

揮発性有機溶剤 3,116 t

各種副資材

ガソリン
軽　　　油

5kℓ
3,224kℓ

I N

CO 2 11.0千t-CO2

OUT

上　　　水
地  下  水
工 業 用 水

166千m3

80千m3

153千m3

水

物流

お客様へ

・ゴム類の配合、混練
・原料のプレス加工
・成形
・仕上げ
・ばね装填　　　など

設計

原料

調達

生産
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事業活動に伴う環境影響を各段階で把握し、環境負荷の低減に努めています。

事業活動と環境負荷

捨てないで！その手にあるのは貴重な資源、地球にやさしいリサイクル 梶尾 洋昭（熊本事業場）

※ 共同輸送・路線便（トラック）、
　　船舶、鉄道輸送も含めて算出しました。※ 専属便（トラック）の燃料使用量



2007年度の主な実績
2007年度

目 標 値 実 績 値 評 価

① 鉛化合物の使用量の削減     
② 六価クロム含有品目の全廃     
③ 揮発性有機化合物の環境排出量の削減
④ CO2発生量の削減
⑤ 特定フロンの削減
　ａ．CFC-11、CFC-12、CFC-13、CFC-115などのCFC類冷媒の削減 
　ｂ．HCFC-22などのHCFC類冷媒の削減
⑥ 産業廃棄物のリサイクル率の向上

3.5ｔ
221品目
1,526ｔ

53.8千ｔ-CO２
730台
30台
700台
98.9%

4.1t
275品目
1,399ｔ

54.6千ｔ-CO２
713台
32台
681台
99.4%

△
×
◎
△
〇
△
〇
〇

目　　　　　的

衛星企業
① 揮発性有機化合物の環境排出量の削減    
② 産業廃棄物のリサイクル率の向上

331ｔ
77.4%

369t
70.0%

×
×
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　NOK は 2007年度から始まった現 3 ヵ年計画の基本方針を「国内外子会社を含めた環境保全活動の確実な実行と
グリーン調達の推進」とし、国内外子会社を含めて EMS 構築の具体化を図り、環境保全活動に取り組んでいます。
EMS 構築において特に NOK 製品の生産数の半分以上を支えている衛星企業※1、主要外製企業※2 は 2007年度までに
すべて ISO14001 またはエコアクション21の認証を取得することができ、環境保全活動の推進体制が整備されました。
また NOK 製品の環境品質管理では NOKグリーン調達ガイドラインを作成し、仕入先への展開を図っています。
　2007年度の NOK の環境保全実績で鉛・六 価クロムの削減が遅れていますが、NOKでは 2008年度末までに一部の
特殊用途を除いて全廃することとしており、鉛・六価クロムを使用していない製品への切り替えを強力に推進していきたい
と考えています。CO2 削減についても生産増により若干遅れていますが、NOKではこの CO2 削減は重要な経営課
題として考えており、目標達成に向けて全力で取り組んでいます。加えて輸送での CO2 削減や省エネ製品の開発な
ど低炭素社会の実現に貢献すべく環境保全活動に取り組んでいます。
　一方 衛星企業については 2007年度から環境保全活動を推進していますが、2007年度の実績はまだまだ思うような
効果が出ていません。衛星企業の VOC（揮発性有機化合物）排出削減については 2010年度に 2000年度対比 30％削減
を自主目標としていますが、2007年度は生産増により前年より増加してしまいました。
また 2007年度のリサイクル率※3 についても 70％で、まだまだ低いレベルです。社会全体
を 3R で資源循環型に転換していくことは企業の社会的責任であり、衛星企業について
も 2010年度にはゼロエミッション※4 を達成するために、多方面で再利用方法の検討を
行い活動していきたいと考えています。
　2008年度は上述した鉛・六価クロムの全廃、衛星企業の目標達成に向けた環境保全活動
の推進を実行するとともに、「環境経営体質の強化」を方針に掲げました。環境対策により
コスト低減を図り利益創出を実現し、競争力と信用力強化を通して業績向上につなげて
いきたい。そのために間接部門まで含めて一人ひとりが自分の本来業務の中で環境配 慮を
行うことにより、コスト低減や業務の効率化などにつなげ、同時に環境にも有益な影響を
与えるような活動を実践し、環境貢献の実績をあげていきたいと考えています。
　今後、環境問題はより一層多様化するものと考えています。今までの環境問題に対する
取り組みや成果を生かし、自主的な活動を拡大して NOKグループとしての社会的責任を
果たすべく、積極的な活動を展開してまいります。

※評価基準：◎＝目標を大幅に上回る　○＝目標通り達成　△＝目標より少々未達成　×＝目標より大幅に未達成

代表取締役専務
社長補佐　品質管理室長
（全社環境保全管理責任者）

中期的に具体的な目標と方策を打ち立て、目標達成に向け環境保全活動を進めています。

環境方針・目標・実績のまとめ

2007年度の主な実績と2008年度以降の取り組み

捨てないで　ゴミもモラルも環境も 岩根 慶明（本社）



中期全社環境保全目的・目標（～2009年度）

基本方針項目 目 指 す 状 態 具 体 的 方 策
2008年度
目標値

2009年度
目標値

取得
完了

2.1t 0.3t

状況
把握

取得
完了

4品目 4品目

1,809t 1,936t

計343t 計220t

105t 52t

238t 168t

48台 0台

計700台 計647台

49.7
千t-CO2

49.7
千t-CO2

652台 647台

99.4％ 99.5％

0件 0件

86.1％ 94.2％

100％ 100％

推進 推進

国内外子会社
への環境保全
活動拡大

事業場管轄　   
衛星企業

国内外
関係会社

鉛化合物の
使用量の削減

六価クロム
含有品目の全廃

揮発性有機
化合物の
環境排出量
の削減

特定フロン
の削減

CO2
発生量の
削減

産業廃棄物
の削減

環境品質
クレーム０

グリーン調達
の推進

環境関連法規
の遵守

2007年度末までにEMS認証取得完了と
維持継続ができている状態

事業場ごとに各社取得計画の
確認と現地を確認し推進

営業本部、技術本部、事業場と
協力し代替計画立案と推進

VOC削減小委員会及び事業場
と共同で推進

　　営業本部、技術本部、事業場
　　 と協力し代替計画立案と推進

VOC削減小委員会及び事業場
と共同で推進

塩素系有機溶剤の塩素系以外
への切替推進

VOC削減小委員会及び事業場
と共同で推進

HFC冷媒などの使用設備への
更新計画立案と推進

HFC冷媒などの使用設備への
更新計画立案と推進

ゼロエミッション推進小委員会
との連携による再資源化の推進

ゼロエミッション推進小委員会
と事業場との連携による推進

グリーン調達ガイドラインの作成、
展開、活動の推進

　　環境管理部による関連会社、
　　事業場の自主監査実施
　　関連会社、事業場による管轄　
　    会社の自主監査実施
　　顧客監査の対応
　 （関連会社、事業場、環境管理部）

環境管理部が各社取得計画の
確認と現地を確認し推進

2009年度末までにEMS認証取得完了と環境
保全状況把握と維持継続ができている状態

2008年度末までに特殊用途の製品を除く、
鉛化合物使用製品生産の全廃

　　鉛配合ゴム材料、鉛入り接着剤･
　　 塗料の鉛フリー材へ切替推進

省エネルギー小委員会での
計画立案及び事業場別
省エネルギー活動の推進

2008年度末までに特殊用途の製品を除く、
六価クロム含有品目生産の全廃

　　NOK事業場
  　 2009年度末の環境排出量を  
      2006年度対比15％減
　　衛星企業
　　2009年度末の環境排出量を
　　2000年度対比30％減(a+b)

　　各事業場の遵法状況の調査と
　　フォローの実施
　　事業場現地での確認実施

b.a項以外の有機溶剤の環境排出量はa項を
含めて2000年度対比30％減（2009年度末）

　a.CFC11、CFC12、CFC115、CFC13などの
CFC類冷媒を2010年度までに廃止

　b.HCFC22などのHCFC類冷媒を 
      2020年度までに廃止

NOK事業場2008年～2012年の5年平均の
エネルギ－使用量（CO2換算値）を1990年対比
7％削減の状態

NOK事業場の使用設備

　　NOK事業場2009年度末
　　リサイクル率※99.5%

　　国内衛星企業2009年度末
　　リサイクル率98%

NOKグループを含めて、
NOKブランド製品の環境品質によるクレーム０

グリーン調達ガイドライン作成と推進

環境関連法規、条例などが継続して
守られている状態

NOK7事業場
管轄の衛星
企業を含めた
NOK環境
保全目標の
達成

NOK製品の
環境品質
管理の構築
及び維持

NOKグリーン
調達ガイドライン
の作成と推進

遵法体制の
維持・継続

a.有害大気汚染物質全廃期 2009年度末 全廃
対象物質：ジクロロメタン､テトラクロロエチレン､
　　　　  トリクロロエチレン

基本方針
項目 目指す状態

1

2

1

2

1

2

1

2

3

1

2

14

※各項目の目標値は、2008 年度より開発拠点である湘南開発センタ－を加算して記載しました

※ 1 衛星企業 : 出資比率が50% 以上で、NOK の製品を完成品まで一貫生産する会社
※ 2 外製企業 : 資本関係はないが、NOKの製品、部品などの全部または一部を製造・加工委託している会社
※ 3 リサイクル率（％）＝｛ 1−（最終埋立処分量／産業廃棄物総排出量）｝× 100
※ 4 ゼロエミッション : リサイクル率 98%以上

改善進めてエコノミー、品質良くしてエコロジー、職場の改善大きな力、私も一役環境活動 菅野 信（福島事業場）



節電、節約、分別、消灯、私もできる環境対策 斎藤 瞳（二本松事業場）

一般

法規及び条例

目的・目標

運転

メンテナンス・その他

分類 評 価 項 目

評価項目一覧

設備の転倒、移動などの恐れはないか。
不意の作動により、環境汚染が考えられる設備のスイッチ、バルブ、レバーなどは誤った接触などによる起動が
防止できる形状、設置場所になっているか。

設備の運転に必要な資格、教育が必要な場合で資格者、受講者が養成される計画はされているか。

緊急停止などスイッチの操作性は使用し易いか。

法規及び条例に適用を受ける特定設備などに該当する場合、事前に導入日程・設備仕様を環境安全課へ連絡しているか。

法規及び条例で定める有害物質及び指定物質を使用する機械、設備に排出抑制の措置がされているか。

法規及び条例で定める有害物質の使用・貯蔵中及び事故時の環境中への排出を防ぐ措置があるか。

冷媒を用いるエアコン・冷凍機など機械設備の冷媒に新規使用禁止のフロンを使用していないか。

省エネルギー、省資源の部品を採用しているか。

リサイクルが可能な部品を採用しているか。

電力・燃料及び資源を用いる場合に省エネルギー、省資源の仕様となっているか。

分解及び消耗品交換などで環境負荷の発生が少ないように配慮されているか。

危険の警告表示がなされるようになっているか。

異常、誤作動があっても必ず環境負荷の少ない側へ働くようになっているか。

可燃性物質に対する防火考慮がなされているか。

環境負荷物質の飛散・拡散を抑制する遮蔽・密閉化する措置がなされているか。

操作ミスがあっても事故を防止するようになっているか。

機械設備の環境保全事前審査（設備設計アセスメント）の実施件数

事業場 対象設備実施件数（件）

福島
二本松
静岡
東海
熊本
佐賀
鳥取
合　計 75

油圧作動から電動へ切り替え　他
ダイレクトブロ－成形機　他
自動車用アキュ－ムレ－タ－　他
SHAL設備（生地供給→加硫成形→抜き仕上げまで全自動でOリングを製造する設備）他

秤量機、材料投入機　他

0
23
12
34
2
0
4
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生産から廃棄まで、ライフサイクルを通した環境配慮の視点で製品を設計、製造しています。

環境に配慮した製造活動

機械設備の環境保全事前審査チェックリスト

　NOK では、労働災害の防止と事業活動による環境負荷
低減のため、機械設備を導入する際には、事前に下表の
安全や環境に関する 17 項目について評価しています。
　評価の結果、改善が必要だと判断された項目について
は、改善策を検討し、それが反映された後に導入することと
しているため、確実に対策がとられるようになっています。
　2007年度は鳥取事業場の秤量機※1 など、合計 75件が審
査されました。

秤量機（鳥取事業場）

※1 秤量機 : 部品の重量判定（規格範囲内かどうかを選別）のための設備



守りたい　人の心と　地球の未来 鈴木 行夫（静岡事業場）

（年度）

0

2004

　

2005

　

2006

　

2007

1,093

20

13 51 48

386

54 88

931

498

500 1,000

JEPIXによる換算環境負荷量と総環境負荷量の推移（単位：百万EIP）

523

85314

448

553

45512

482

埋立廃棄物温室効果ガス有害大気汚染物質光化学オキシダント

福島
二本松
静岡
東海
佐賀
熊本
鳥取
合　計

0
0
0
0
0
0
5
5

595
256
287
14
0
2
12

1,166

事 業 場 製品化事例（件）適用した件数（件）

2007年度 製品等環境保全アセスメント基準の適用件数

● 製品の歩留り向上
● 小型化による省資源

● 成形機の放熱範囲の極小化
● 省エネルギー部品採用による
 省エネルギー設備設計

● 低環境負荷材料の選定
● 低環境負荷工程を
 選定した製品設計

● 製品の低摩擦
  による使用時の
  省エネルギー設計

● 製品の使用後の再利用化
● 分解が容易な低廃棄設計、
 リサイクル設計

● 製品の寿命向上

生 産 使 用 廃 棄

製品等環境保全アセスメント　評価基準
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　NOKでは、「製品等環境保全アセスメント基準」を策定し、
製品設計、材料配合設計及び生産設備設計において、それぞ
れの設計段階での環境保全への評価基準を定めています。
　アセスメントにあたっては、生産時の環境負荷物質の拡散
防止、使用時のエネルギーロスの削減、廃棄時の再利用化
やリサイクル容易性などが考慮されます。
　鳥取事業場では、2007年度に自動車用防振ゴム（ト－ショ
ナルダンパ ）の小型化・重量減を目的に設計の検討を行い、
製品１個あたり4.5～17％の重量減となり省資源化しました。
また、ハブの材質をアルミニウムからねずみ鋳鉄※2 へと変
更し、原材料調達での省エネルギーを図りました。

※3 JEPIX（Japan Environmental Policy Index ： 環境政策優先度指数日本版）
　科学技術振興事業団と環境経営学会が開発したツールで、各環境負
　荷物質の排出量やエネルギーの使用量などの環境負荷量を統合化し、
　EIP（Environmental Impact Point : 環境負荷単位）という単一の単位
　によって、環境側面別の換算環境負荷量とそれらの合計値である総環
　境負荷量を算出するもの

　NOK では、2004 年度から JEPIX ※ 3 を用いて埋立廃
棄物、温室効果ガス、有害大気汚染物質、光化学オキシ
ダントの４つの環境側面のそれぞれの換算環境負荷量
と、その合計値である総環境負荷量を算出し、環境保
全活動の妥当性について分析・評価しています。
　総環境負荷量の大部分を占めているトルエンの大気
への排出による光化学オキシダントの換算環境負荷量
を削減するため、2005年度に蓄熱燃焼式脱臭処理装置
を導入しました。
　また、埋立廃棄物についてはゴムばりの再資源化の
推進やシリコンゴム・廃油のマテリアルリサイクルなどに
より、有害大気汚染物質についてもジクロロメタンの全廃
などにより削減したことで、総環境負荷量を 2004 年度
に比べ 2007 年度は 49％削減することができました。
　より一層総環境負荷量を低減させるために、2009年度
にトルエンの大気への排出量を削減する装置の導入を
計画しています。

設計段階での環境保全アセスメント

JEPIX による環境保全活動実績の妥当性分析

※2 ねずみ鋳鉄 :
　　炭素を含む鉄の合金のうち、炭素量が多く断面がねずみ色をしたもの



1,399

（年度）
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（年度）

0 0.5 1.0
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ジクロロメタン環境排出量（単位：t）

有機溶剤環境排出量（単位：t）

テトラクロロエチレン・トリクロロエチレン使用量（単位：t）
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有害化学物質の使用量、排出量の削減に向けた取り組み、適切な管理や関連法令への対応を行っています。

　NOKでは、環境省や各団体で作成したVOC排出量削減
のための自主取り組みマニュアルや小冊子の収集を行い
ました。また、洗浄工程、塗装工程におけるVOC排出量
削減のための小改善チェックリストを作成しました。これ
らの自主取り組みマニュアルや小冊子、小改善チェック
リスト及び社内での改善事例を掲示板に掲載し、活用
できるようにしています。

取締役
技術本部　副本部長

関 和彦

　NOK では、2006年度末までにテトラクロロエチレンとジクロロメタンを全廃しました。
　テトラクロロエチレンは、福島事業場で接着剤に使用されていましたが、接着剤
の代替化を進め 2006 年 6 月に全廃を完了しました。
　ジクロロメタンは部品などの洗浄に使われていましたが、東海事業場でアルカリ
洗浄（水溶性）の装置を導入、静岡事業場で高圧シャワー洗浄設備や炭化水素系洗
浄設備を導入、鳥取事業場で臭素系洗浄剤を使用することによって、2006 年度末
に全廃を完了しました。

汚染防止・化学物質管理

VOC削減小委員会の取り組み

テトラクロロエチレン・ジクロロメタンの全廃

　熊本事業場では、排水処理設備を常時監視し、モニター画面で排水の状態を確認
できる「排水処理設備監視装置」を設置しています。
　異常が発生した際にはアラームが鳴り、発生場所や異常の内容が画面ですぐに
確認できます。そのため早期発見が可能となり、基準外排水の漏洩防止と対応時間
の短縮が可能です。

熊本事業場での排水処理設備監視体制

排水処理設備監視装置（熊本事業場）

小改善チェックリスト

探してみよう。できること。節電・節水・リサイクル・一人ひとりのちいさな改善 毛利 香織（みやきシール工業㈱）



亜鉛の水溶性化合物
アジピン酸ビス（2-エチルヘキシル）
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩
4,4-イソプロピリデンジフェノール
2-イミダゾジチオン
キシレン
クロム及び 3価クロム
N-シクロヘキサン-2-ベンジチアゾールスルフォンアミド
ジクロロメタン（別名 塩化メチレン）
N,N-ジメチルホルムアミド
テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラムまたはチラム） 
トルエン
鉛 及びその化合物
ビス（N,N-ジメチルジチオカルバミン酸）亜鉛（別名 ジラム）
フタル酸ビス（2-エチルヘキシル）

合　　　　計 347,563 57 0 0 0 58,127

大 気 公共用水域 事業所土壌 下 水 道 事業所外事業所埋立
政令
番号 第一種指定化学物質の名称

排 出 量 （kg） 移 動 量（kg）

PRTR法対象物質（2007年度実績）

57 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 

1
9
24
29
32
63
68
115
145
172
204
227
230
249
272

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

830
39
5

240
9
52
147
155
0

920
62

54,400
1,254

7
7

0
26
0
0
4

2,400
0
0
0

130
3

345,000
0
0
0

（年度）
2003

2004

2005

2006

2007 275

2,388

1,524
594

373

1,0000 2,000 3,000

六価クロム品目数（単位：品目）

（年度）
2003

2004

2005

2006

2007 4.1

11.8

9.4

6.6

5.3

10.05.00 15.0 20.0

鉛化合物使用量（単位：t）
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　NOK では、指定化学物質の環境への排出量・移動量の
届出を義務付ける PRTR 法（特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）に従い、
14 物質について届出を行いました。
　2006 年度末までにジクロロメタンの使用全廃を達成した
ため、2007 年度からは排出量・移動量ともにゼロとなりま

した。また、2006 年度以前は、亜鉛の水溶性化合物の取
扱量が 1トン未満であり、PRTR 法届出の対象外でしたが、
2007年度は、取扱量が１トン以上となったため、移動量と
して数値の届出を行っています。これは、メタルガスケットの
化成処理として使用するもので、処理液中のスラッジとして
廃棄物処理されるものです。

　NOKでは、EUの ELV 規制※1、RoHS規制※2 に対応すべく鉛
フリ－、六価クロムフリ－製品の開発を全社目標として推進し
ていますが、特殊用途の製品を除き 2008年度末までに全廃
することとしました。

　NOK では、2007年 6 月 1日に施行した EU-REACH 規則に
対応し、予備登録対象品（ EU域内に１ｔ／年以上輸出している
物質・調剤・意図的放出物を含有した成形品）の有無を確認
し、また、規制物質の調査をスム－ズに行うよう体制整備を
完了しています。
　規制物質（ 製品に 0.1％含有した場合、報告・公開義務が
発生）の決定次第、ゴム原材料などを購入しているお取引先
様の協力を得て調査を実施する予定です。

　相次ぐ化学物質規制により、近年お客様より要求の厳し
くなっている製品の環境品質に関して、2006 年に引き続き
2007年度も自主監査を実施し、お客様が使用を禁止している
物質の混入防止管理体制の構築を図っています。
　NOK の国内７事業場はもとより、グル－プ会社、国内関連

PRTR法への対応

鉛・六価クロムの全廃へ向けた取り組み

EU-REACH規則への対応

国内外の製品環境品質自主監査

エーン！　氷が溶けたら死んじゃうよ！（ペンギン） 高島 裕之（本社）

会社、海外関連会社に対し、「環境負荷物質管理体制チェッ
クシ－ト」と「環境負荷物質管理のポイント確認」による自主
監査を実施しました。これにより各社の点数付けを行い、問
題発生の未然防止と管理体制の向上を図っています。

※1 ELV規制 :（End of Life Vehicles, Directive 2000/53/EC: 廃自動車に関する EU 指令）
※2 RoHS 規制 :（the Restriction of the use of certain Hazardous Substances in electrical and electronic equipment, Directive 2002/95/EC :　

　電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する EU 指令）



CO2排出量

2003

2004

2005

2006

2007

（年度）

20 30 40 50 60

（単位：千t-CO2）2007年度エネルギー使用量の内訳（単位：千GJ）

※ジュール（J）への換算：
　「エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則」
（平成18年3月改正）の係数を用いて算出しています。

※CO2への換算：
　電気事業連合会の公開数値を基に、（社）日本自動車部品
　工業会が設定した係数を用いて算出しています。

1,280
（91.9%）

63（4.5%） 50（3.6%）

電　力

液化石油ガス重油・
灯油など

総量:
1,393
千GJ

54.6

55.6

54.2

52.4

53.3
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　NOKでは、省エネルギ－による地球温暖化防止への
貢献が重要な課題ととらえ、「2008年度～ 2012年度の
平均値」におけるCO2排出量を1990年度対比 7％削減
することを目標に取り組んでいます。
　全社的取り組みとしては、2001年度より各事業場の
省エネルギ－実務者を構成メンバ－とした省エネルギ－
小委員会を設置し、各事業場のエネルギ－使用・削減
計画の状況把握、省エネ事例の横展開、全社共通製造
設備の省エネ検討を実施しています。
　具体的には、空調用大型送風機のインバ－タ化、油圧ポ
ンプサ－ボ化（電動化）の拡大、空調機のコンデンサ－増設、
設備のインバ－タ制御化です。それ以外にも事業場では、
省エネルギ－蛍光灯の拡大やこまめな消灯を実施しま
したが、生産の増加などにより2007年度の CO2排出量
は、54.6 千ｔとなりました。
　今後は、一層の省エネルギ－検討及び拡大を実施し、
CO2排出削減を図る考えです。

生産技術本部
生産技術部長

引地 威夫

省エネルギー小委員会の取り組み 　静岡県では、2007年 7月に静岡県地球温暖化防止条例、
建築物環境配慮指針に基づく「静岡県建築物環境配慮制度」
をスタートさせました。この制度は建築物における地球温暖
化、その他 環境への負荷の低減を図ることを目的としており、
建築物のエネルギー対策や、敷地外環境対策などを評価
するものです。
　2007 年に竣工した静岡事業場の第二工場棟は、
● 事務所における自然採光、自然通風の取り入れ
● 年間消費エネルギーを把握して消費特性の把握及び分析
　を行い妥当性確認を行う
● 敷地内に緑地を確保して気温の上昇を抑える
などの取り組みにより、本制度において評価 A（大変良い）
となりました。

「静岡県建築物環境配慮制度」による
評価結果表示シート

静岡第二工場棟

各事業所の実務者による省エネルギー小委員会を中心に、エネルギーの使用削減、有効利用に努めています。

省エネルギーへの取り組み

目配り、気配り、心配りで省資源 中嶋 裕樹（福島事業場）

環境に配慮した新工場棟建設



2007年度廃棄物総排出量内訳 リサイクル率（単位：％）

2003

2004

2005

2006

（年度）

2007 99.4

80.2

82.8

91.7

98.8

廃棄物排出量・最終埋立処分量（単位：t）

2004

2005

（年度）

最終埋立処分量産業廃棄物総排出量 金属類の有償売却
汚泥、廃油などの減容、リサイクル
ゴムばりなど廃プラのリサイクル
最終埋立て処分

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 0 20 40 60 80

※リサイクル率（%）＝
 ｛１－（最終埋立処分量／産業廃棄物総排出量）｝×100

2003

2006

2007
65

11,061

7,8391,549

8,704
1,494

9,880
822

129
10,737

6,284

3,110

1,602

65（0.6%）

（単位：t）

総排出量:
11,061t （56.8%）

（28.1%）

（14.5%）

2005

2006

2007

2008
計画

ゴムばりリサイクル製品資材販売実績（単位：ｔ／年）

アスファルト道路資材
人工芝目土用資材
その他リサイクル製品資材
（牛舎用ゴムチップ、シリコン抽出など）

14 
333 51 268 

599 46 274 279 

620 38 316 266 

12 
424 381 

31 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

（年度）
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　事業活動で発生した廃棄物を安全かつ適正に処理する
ことは「企業の社会的責任」ととらえて強力に推進して
います。当社では、廃棄物のリサイクル先や最終処分場
の確認の徹底、関係委託業者に対する定期的な評価を行
うなど地道な活動を実施中であり、2008年度にはさらに充
実・定着させていくよう計画しています。
　また、循環型社会の実現に向けたゼロエミッションの
達成（リサイクル率98％以上目標）については、2006年度
にＮＯＫ国内全事業場で目標以上の水準で達成しました。
　現在、さらなる向上、より高い目標の設定に向け推進
しており、今後 2010年度には、国内全衛星企業におい
ても、ゼロエミッションの達成を目指して活動しています。

品質管理室
環境管理部長

内田 一郎

ゼロエミッション推進小委員会の取り組み 　産業廃棄物の最終埋立処分量の削減活動を行い、2007年度
のＮＯＫ全事業場のリサイクル率は、前年度対比で 0.6ポイント
増加の 99.4％とゼロエミッションを達成しました。当社の新3ヵ
年計画の目標として 2009 年度末、ＮＯＫ全事業場でさらなる
向上（リサイクル率 99.5％）、国内全衛星企業において、ゼロエミッ
ションの達成（リサイクル率 98％以上）に向けて活動を展開し
ています。当社の製造工程で発生する不要物について、可能な
ものは極力リサイクルまたは熱利用するようにしています。ゴム
ばりのリサイクルとして、2007年度は競技場や道路資材への再
利用を大幅に拡大できました。また、シリコンゴムからシリコン
オイルの抽出、廃油に
ついては再生油へのリ
サイクル、汚泥、研磨粉
はセメント原料や路盤
材への再利用などマテ
リアルリサイクルを推進
しています。

陸上競技場

廃棄物の削減に向けたさまざまな取り組みを進め、ゼロエミッションの継続達成を目指します。

廃棄物削減

資源の節約、ちょっとの我慢、みんなで実践「MOTTAINAI」 山崎 博之（二本松事業場）

廃棄物のリサイクル活動



総エネルギー投入量（千GJ）
特定の管理対象物質使用量（t）（PRTR対象のみ）
ゴム使用量（ｔ）
配合剤使用量（ｔ）
プラスチック類使用量（ｔ）
金属類使用量（ｔ）
揮発性有機溶剤使用量（ｔ）
鉛化合物使用量（ｔ）
六価クロム使用品目数（品目）
ゴム歩留率（％）
テトラクロロエチレン使用量（ｔ）
トリクロロエチレン使用量（ｔ）
水資源投入量（千m3）
CO2排出量（千ｔ-CO2）
特定の化学物質排出量・移動量（ｔ）（PRTR対象のみ）
ジクロロメタン環境排出量（ｔ）
廃棄物等総排出量（ｔ）
廃棄物最終埋立処分量（ｔ）
総排水量（千m3）

事業活動に投入する資源に関する
環境保全効果

事業活動から排出する環境負荷
及び廃棄物に関する環境保全効果

分　　　類 環境パフォーマンス指標（単位） 2007年度 環境保全効果

環境保全効果

733
389
18
326
12
197
1
5
2

28
25
1
2
0
0
0
0
0

大気関連処理設備の導入・運転、排水処理設備の導入・運転、土壌汚染調査のための土壌調査及び地下水水質調査（汚染発覚前）
監視システムの導入・運転、部屋の加工による空調の効率化、省エネルギー型設備の導入
ゴムバリ粉砕機の運転・管理、産業廃棄物処理費用、廃プラスチックのリサイクルの外部（業者）委託
自社製品分析、鉛フリー材の切替
環境マネジメントシステムの構築・運用、顧客等外部への情報発信、環境教育・訓練の提供、事業場所内の緑化・美化
製品中の有害物質削減に関する技術開発
業界団体等への参加、地域の自然保護のための活動、環境保全団体への寄付・支援・参加、地域住民の行う環境活動に対する支援
土壌汚染修復

事業エリア内コスト
　　公害防止コスト
　　地球環境保全コスト
　　資源循環コスト
上・下流コスト
管理活動コスト
研究開発コスト
社会活動コスト
環境損傷対応コスト

内 

　訳

分　　　類 主 な 取 り 組 み 内 容 投資額 費用額

集計範囲：本社、福島事業場、二本松事業場、静岡事業場、東海事業場、熊本事業場、佐賀事業場、鳥取事業場
対象期間：2007年 4月 1日～2008年 3月 31日
参考としたガイドライン：環境省「環境会計ガイドライン 2005年版」

単位 ： 百万円環境保全コスト

金属売却益
ゴムばり売却益
その他

収　　益

効 果 の 内 容 2007年度
単位 ： 百万円経済効果

物量効果

266.0
5.7
0.4

1,376 
1,480 
9,073 
8,529 
1,481 
54,151 
3,116 
4.1 
275 
61.8 
0.0 
0.3 
399 
54.6 
348 
0 

11,061 
65 
311 

140 増加
47 減少
878 減少
704 増加
121 増加
5,436 増加
46 減少
1.2 減少
98 減少
0.5 増加
―　　
―　　
17 減少
1.3 増加
20 増加
6 減少

324 増加
64 減少
34 増加

合　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　計

28

272.1

2006年度

2006年度

221.3 
3.3 
0.8 

1,236 
1,527 
9,951 
7,825 
1,360 
48,715 
3,162 
5.3 
373 
61.3 
0.0 
0.3 
416 
53.3 
328 
6 

10,737 
129 
277 

225.4 

950
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　NOK では、環境保全活動の効率的な運営を目的として
環境会計を導入しています。2007 年度の環境保全コストは、
大気関連処理設備や排水処理設備の導入・運転などにかか
わる公害 防止コストと、産 業 廃 棄 物処 理などにかかわる
資源循環コスト、また 環境マネジメントなどにかかわる管理
活動コストが主なものとなりました。環境保全効果は、前年

度と比較した場合、ゴム使用量（9％削減）、鉛化合物使用
量（23％削減）、六価クロム使用品目数（26％削減）、ジク
ロロメタン環境排出量（99％削減）、廃棄物最終埋立処分
量（50％削減）などについて大きく改善されました。また、
環境保全対策に伴う経済効果としては、金属くずの売却益
などで 2 億 7,210 万円が計上されました。

伝えよう　未来に続く　良い環境、私の毎日　消・止・減 佐藤 誠（二本松事業場）

効率的に環境保全活動を推進していくために、環境会計を活用しています。

環境会計

環境会計



ある少しある

考えたことがない

43% 56%

1%

地球温暖化
70%

川や海の水質汚染
13%

野生動物の減少
4%

オゾン層の破壊、酸性雨
6%

廃棄物の不法投棄
6%

無回答
1%

200 40 60 80 100（％）

食器洗い洗剤は
詰め替え用を使う

食品トレーやペットボトルをリサイクルしている
生ゴミを捨てるときは水を切る

買い物袋を持参する
テレビは見たいときだけつける

徒歩や自転車で出かける
コンセントはまめに抜いている

一定の速度を保って車を走らせている
便座を温めているときはトイレのふたを下げる
食器はため洗いをしている

自然環境を守りたいから

自分が地球上で快適に暮らしたいから

家族の未来のため

世界的に環境問題が深刻になっているため
やらなくてはならないと思うから

0 50 100（％）

特定作業従事者環境保全教育
緊急事態対応訓練
管理職環境保全管理教育
内部監査員養成講習
内部監査員レベルアップ講習

1,832人
657人
297人
112人
195人

教 育 内 容 延べ人数

NOKにおける2007年度環境教育実施状況
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　NOK では、全社の環境保全教育計画に基づいて各事業
場が計画を策定し、環境教育を行っています。
　2007 年度は、内部監査員の力量維持を目的に外部から
講師を招き 6 事業場で１日講習を実施したほか、衛星企業を
対象に内部監査員の養成を行いました。

　NOKでは、燃料油や溶剤などが漏洩した際に環境への影響
をなるべく小さくするために、定期的に訓練を実施しています。
2007 年度は以下のような訓練を行いました。
● 重油タンク給油口からの漏えいを想定した訓練
● 危険物貯蔵所でのドラム缶転倒による漏えいを想定した訓練
● タンクロ－リ－での薬品などの受け入れ時におけるホ－ス
　 継ぎ部からの漏えいを想定した訓練

　NOK では、毎年 6 月の環境月間に環境標語を募集して
います。これまでは「温暖化」などテーマを決めて作品を
募集していましたが、2007年度はテーマを定めずに、さま
ざまな視点から環境についての標語を募集しました。
　その結果、今回も 2,000 件近くの応募がありました。その
中で金賞・銀賞・銅賞・佳作に入賞した作品は、社内報に
掲載するとともに、本報告書の各ページでもご紹介しています。

　N O K グループ では、環 境保 全管 理 活動の一 環として、
社内報によるエコの取り組み紹介などの啓発活動のほか
に、従業員を対象とした環境意識調査を行いました。
　環境保全に多少なりとも関心があると回答した従業員は
99％であり、7 割は地球温暖化問題に最も興味があるとし
ていて、温暖化による自然環境の悪化に対する懸念の声が
挙がっていました。また、トレーやペットボトルのリサイクル、
詰め替え用製品の購入やエコバッグの利用など、身近なエコ

活動もさまざまに行われています。
　この調査を通じ、従業員の間にも、世界的に深刻化して
いる環境問題が認知され、そのために自分たちができるこ
とを工夫する姿勢が広がってきていることが分かりました。
今後も、従業員一人ひとりの環境保全に関する認識を深め、
意識の向上を図るために、このような調査活動を役立てて
いきます。

内部監査員レベルアップ講習（福島事業場）

廃油漏れ緊急事態対応訓練（静岡事業場）

内部監査員レベルアップ講習（佐賀事業場）

ドラム缶転倒液漏れ緊急事態対応訓練
（熊本事業場）

Q1. あなたは環境保全に
　　関心がありますか？

Q2. 環境問題について最も興味が
　　あることはなんですか？

Q3. あなたが日ごろ行っているエコを教えてください（複数回答可）

Q4. なぜあなたはQ3のような対策をするのでしょうか（複数回答可）

リサイクル　知恵と工夫の積み重ね　気張らず　気どらず　末永く。 松村 大介（東海事業場）

従業員の意識向上のための機会として、環境教育、啓発の場を設けています。

環境教育・環境コミュニケーション

環境教育 緊急時対応

環境標語

従業員環境意識調査



会社案内

有価証券報告書

環境・社会報告書

事業報告書

技術パンフレット

リクルート用資料

主な公開資料一覧

展示会名 期  間 会  場 展示製品

FINETECH JAPAN
（フラットパネル製造技術展）

モーション
エンジニアリング展

LASER EXPO

人とくるまのテクノロジー展
JPCAショー
FOOMA
（国際食品工業展）

画像センシング展
紙パルプ年次大会
粉体工業展

福岡水素エネルギー展

東京モーターショー
INCHEM TOKYO
（プラントショー）

セミコンジャパン
国際画像機器展

先端光テクノロジー展

プリント配線板EXPO

FC EXPO
健康博覧会

4／11～13

4／18～20

4／25～27

5／23～25
5／30～6／1

6／5～8

6／6～8
10／10～12
10／16～19

10／17～19

10／24～11／11

11／6～9

12／5～7

12／5～7

12／5～7

1／16～18

2／27～29

2／27～29

東京ビッグサイト

幕張メッセ

パシフィコ横浜

パシフィコ横浜
東京ビッグサイト

東京ビッグサイト

パシフィコ横浜
サンメッセ香川
インテックス大阪

西日本総合展示場

東京モーターショー

東京ビッグサイト

幕張メッセ

パシフィコ横浜

パシフィコ横浜

東京ビッグサイト

東京ビッグサイト

東京ビッグサイト

磁性流体シール、
ベローズ、潤滑剤、ベルト

シール製品、潤滑剤、
ベルト
レーザダイオード、
フォトダイオード
シール製品、FPC
微細、多層FPC

潤滑剤、サニタリセンサ

画像処理関連
メカニカルシール

シール製品、FPC

シール製品、カップリング

セルシール、セパレータ、
膜、Ｏリング、防振ゴム

磁性流体シール、
ベローズ、潤滑剤、ベルト
画像処理関連
レーザダイオード、
フォトダイオード
微細、多層FPC
セルシール、セパレータ、
膜、Oリング、防振ゴム
健康食品・原料

2007年度展示会出展実績
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　NOKグループでは、さまざまなお客様との相互コミュニケー
ションを図るために、2007年度も数多くの展示会に出展しま
した。5 月に行われた「人とくるまのテクノロジー展」では、「環
境と安全」をテーマに NOK の従来品、自動車用フレキシブ
ルサーキット、自動車用潤滑剤などを展示し、NOK 製品の進
化を来場者の方々にアピールすることができました。
　またJPCA（日本電子回路工業会）主催の JPCA Show2007
に出展し、専門的な事柄や今後の動向などについて質問が
飛び交いました。

　N O K では、事業報告書や環境・
社 会 報 告書 などのコミュニケー
ション媒体を発行しているほか、
インターネット・ウェブサイトに
よる情報公開を行っています。

　NOKグループでは、2007年5月に決算説明会、11月に中間
決算説明会を開催しました 。各回ともに、企業アナリスト、
機関投資家のファンド・マネージャー、マスコミ関係者など
およそ100人の参加者を迎え、経営陣の説明の後、活発な
質疑応答が交わされました。また4月には、大和インベスター・
リレーションズ において、「新 3ヵ年計画」説明会を開催しま
した。これは NOK 本社での決算説明会以外では初めての
社外向けの発表で、新 3ヵ年計画の背景と方向性、概要、個別
施策について説明を行いました。11月には個人投資家の方々
を対象とした野村證券主催の「ノムラ資産管理フェア」が開催
され、NOK は「技術と信頼で未来を築く」をテーマに出展
しました。N O Kブースへ足を運んだ 1800人余りの来場者の
方々に、NOKをより深く知っていただき、また製品を身近に
感じていただく機会となりました。

東京モーターショー 2007

決算説明会

リクルート用資料

すべてのステークホルダーの皆様とのかかわりを大切に、積極的に交流活動、貢献活動を推進していきます。

社会とのかかわり

コミュニケーション活動

みんなで取り組もう エコアクション！一人一人の意識と行動で 守ろう 築こう 青い地球。 松井 克実（東海事業場）

展示会への出展

株主・投資家の皆様への情報公開
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　NOKの各事業場では、毎年 7 月から
8月に夏祭りを開催しています。従業員
やそのご家族、地域住民の皆様にも
多数ご来場いただき、交 流を深 めて
います。従業員による模擬店、ダンスや
マジックショー、ビンゴ大 会など各事
業場で趣向を凝らした催しが行われ、
いずれも恒例のイベントとして地域の
方々にも親しまれています。

　国内各事業場では、地域社会との
コミュニケーションの向上を目的とする
さまざまな取り組みを行っています。
佐賀事業場では、地域の業界団体か
らの工場見学を受け入れ、製品環境品
質をテーマに最近のお客様ニーズへの
対応状況について説明し、意見交換を
行いました。熊本事業場では、事業場
周辺の自治会役員の方々へ事業場に
おける環境保全活動への取り組みに
ついて説明会を行いました。鳥取事業
場では、工業団地内の他企業との合同
により地域住民の方々と懇談会を実施
しました。

夏祭り（静岡事業場） 夏祭り（佐賀事業場）

夏祭り（東海事業場）

夏祭り（福島事業場）

夏祭り（二本松業場） 夏祭り（二本松業場）

夏祭り（東海事業場）夏祭り（東海事業場）

佐賀県自動車振興会工場見学（佐賀事業場）

地域役員説明会（熊本事業場）

地域住民懇談会（鳥取事業場）

事業所夏祭り

地域交流活動

環境は一人一人の心がけ　意識を変えてごみゼロ社会 中野 正宏（佐賀事業場）



中国 4人　　ベトナム 18人
中国 25人　　韓国 2人　　シンガポール 2人
アメリカ 2人　　インド 1人
中国 1人
中国 11人　 ベトナム 25人
中国 1人
大連理工大（インタ－ンシップ）3人

福島

二本松

静岡
熊本
鳥取
藤沢

受け入れ事業場 研修生の派遣元国・人数
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　NOK は 2008 年３月に特定非営利活動 法 人 国 際 連合
世界食糧計画（ＷＦＰ）協会に加盟しました。この協会は
恒久平和を目指す国際連合の理念に賛同し、世界の飢餓
撲滅を使命とし、食糧援助に関する活動を推し進めるとと
もに、日本社会に世界の食糧事情や食糧援助の必要性を
理解してもらうことを目的としています。
　N O K は この協会の目的に賛同し、グローバル企業とし
て国内だけでなく世界への貢 献を進
めるべく加盟しました。
　5月には同協会が呼びかける「ウォー
ク･ ザ ･ ワールド F O R アフリカ」が
横 浜みなとみらい地区の 臨港パーク
をスタート・ゴールとして開 催され、
N O K の従業員が参加しました。

　N O K は、海外グループ会社から国内事業場への研修生
を受け入れ、積極的な技術移転を行っています。2007 年
度の受け入れ状況は、下表のとおりでした。研修部署は、
製造・生産設備管理・品質管理・生産管理と多岐にわたり、
各国において生産しているオイルシール・O リング製造の
ためのスキルアップを
図っています。帰国後
はそれぞれの派遣元で
研修の成果を発揮して
います。研修期間中に
はお花見会などを実施
し、各国の研修生同士
の親睦を深めました。

　NOK グループでは、海外グループ各社のモノづくり技術
向上をけん引する技術者の養成を目的として、2006 年度
より海外技術者教育プログラムを実施しています。2007 年
3 月には、第 一 期 生 として 4 人の 研 修 生 が 約 9ヶ月間の
研修を修了し、オイルシールに関する知識と技能を身につ
けてそれぞれの派遣元へ帰国しました。2007 年 5 月からは、

国連ＷＦＰ協会に加盟

海外研修生の受け入れ

海外技術者教育プログラム

海外研修生を交えたお花見会（福島事業場）

WFP 協会 チャリティウォークに参加

チャリティーウォークに参加

　5月 25日（日）に国際連合世界食糧計画ＷＦＰ協会の
「ウォーク･ザ・ワールド FO R アフリカ～ 地球のハラ

ペコを救え。～」にラグビー部の有志が参加しました。
　このチャリティーは「飢餓で苦しむアフリカの子供たち
に食糧支援を」との呼びかけに賛同した約2,000人の方
が参加した一大イベントです。
　当日は受付開始前から叩きつけるような雨が降り、
高層ビルも霞むような最悪のコンディションの中で開
催されました。配布された帽子をかぶり、片手に傘、
片手にミネラルウォーターを持ち、横浜みなとみらい
21 から赤レンガパーク、横浜スタジアム、馬車道などの
横浜ベイエリアを廻る５km のコースを約 2 時間かけて
歩きました。
　ゴールでは「ＮＯＫの皆様がただ今ゴールされました」
との放送が流れる中、全員無事に完歩することができ
ました。全身ずぶ濡れ状態でしたが、横浜の町並みを見
て楽しみながら、来年はもっと多くの仲間と歩きたいな？
と話をしながら歩きました。ゴールにある義援金ＢＯＸ
に義援金を入れる参加者もいましたし、少しは地球の
ハラペコを救えたかもしれません。しかし参加した私
たちはしっかりハラペコになり、当然のようにその後腹
ごしらえに行きました。

※ 雨天の中、会場準備からコースの案内など多くのボランティアの
　 方々にご協力いただきありがとうございました。

国際社会への貢献

私にできる小さな一歩、日々の暮らしで節電、節水、エコバック。 北里 勝義（熊本事業場）

WFP 協会評議員の盾

第二期生として中国、タイ、インドネシアから 7 人の技術者
を受け入れ、「GAT ※プログラム」と改称して 10ヶ月間の研
修を実施しました。

※ GAT：Global Associate Training



作業主任者

事 業 場 長
総括安全衛生管理者

事業場
安全衛生委員会 衛生管理者

環境管理課、環境安全課、業務課等
事　務　局

作  業  者

労働安全衛生
推進委員会

人事部安全課

産 業 医
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安全管理者
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　N O K で は、各事業場長を総 括安全衛生管理者とする
安全衛生管理組織を設置して安全衛生活動を推進すると
ともに、事業場事務局と本社安全課が連携し、全社レベル
の取り組みも行っています。
　その 他、従 業 員の 安 全 意 識 の向 上と労 働 災害情 報の
共有化による再発防止を目的として、197 3 年度より毎年、
N O K グループの「労働災害統計」を各事業場の課長以上
の役職者に配布しています。

　労働安全衛生への取り組みには、把握したデータを適
切に現場へフィードバックし、事故の再発防止に役立てる
ことが重要です。N O Kグループでは、安全衛生に関する
毎年の取り組みとその成果をまとめた冊子「労働災害統計」
を各部署に配布しています。この冊子
には、各年度の重点 実 施活動や、協
力企業を含めた労働災害発 生状 況な
どの 統 計 データとともに、実 際 に 起
きた 労 働 災 害 の 発 生 状 況 や 原 因 に
関 する 分 析を 掲 載し、各社・各事業
場における安 全衛 生管 理の 徹 底を促
しています。

　2007年度の安全衛生管理は「職場のリスク低減対策の推進」を年度方針とし、リスクアセ
スメントの実施に加え、安全ルール遵守と潜在する災害要因の洗い出しを重点実施事項としま
した。リスクアセスメントについては、2007年を本格導入の年と位置付け、早期の定着を目指
し推進中です。今後も労働災害 0件の実現に向け、安全衛生活動を推進していきます。
　また、全社におけるメンタルヘルスに関する取り組みも継続して行っており、4つのケア（セルフ
ケア・ラインケア・社内スタッフによるケア・社外専門機関によるケア）が機能する体制作りを
目標とし、外部専門機関による電話相談窓口を設置しています。

　NOKグループでは、1993年より職場環境改善の取り組みを開始し、第一次・第二次に分けて、
作業環境管理（騒音・暑熱・寒冷）、作業管理（作業姿勢・重量物の取り扱い）に関する対策を行っ
てきました。
　2005年から開始した「第三次職場環境改善計画」では、サポートシステム管理（リラックスするための
施設・職場生活に不可欠な施設の整備）に関する対策として、休憩所や喫煙所の整備を行いました。

人事部
安全課長

高木 義弘

従業員一人ひとりが安全に、そして健康に活き活きと働ける職場づくり・環境づくりに力を注いでいます。

従業員とのかかわり

労働災害統計

安全衛生管理体制

「労働災害統計」の配布

●安全衛生活動

●職場環境改善の取り組み状況

2007年度の取り組み

お買い物　いつもお供のエコバッグ 平山 香織（神奈川支店）



２
160
33
98
5
62
8
37
33
27
465

健康保持・増進
気になる体の症状
家庭看護
治療
母子保健
育児
夜間・休日の医療機関
ストレス・メンタルヘルス
医療サ－ビスの紹介・手配
その他
相談件数合計

相 談 内 容 件 数（件）

2007年度電話健康相談実績

66.8
33.2

123人
61人

100184人

男性
女性
合 計

新 卒 採 用 者 人 数 割 合（％）

2007年度 従業員の新卒採用状況
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　NOK では、毎年従業員の新卒採用を積極的に行ってい
ます。2007 年度の新卒採用従 業員における女性 比 率は、
33.2%（前年度比 6.1 ポイント増）でした。また、従業員の
平均勤続年数は、19.2 年でした。　

　１月に NOK 本社屋にて救急救命講
習を開催しました。講習会では、心肺
蘇 生 法 及びＡＥＤ（体 外式 除 細 動 装
置）の操作方法について実習を行いま
した。救急救命法を学ぶことで、グルー
プ従業員同士が助け合い、さらに近隣
地域の救急医療の向上に貢献できる
ように備えていきます。

　NOK グループでは、交通安全教育
の一環として、各社・各事業場で交通
安全推進委員会が中心となって、交通
安全講習会などを開催しています。講
習会では、運転マナーの向上や、飲酒
運転などの違反防止の徹底を図ってい
ます。また、連休前に交通安全を呼び
かける活動も行っています。

救急救命法講習会開催

交通安全教育

心と体の健康
　NOK では、従業員の心身の健康維持・増進を目的として、 
２４時間電話健康相談サ－ビス（無料）を提供しているほか、
従業員のメンタルヘルスケアについて産業医、看護師、管理職
が協同して取り組んで対応しています。

従業員の採用状況

環境は一人一人の気持ちから。無理せず、無理なく、コツコツと！ 金高 美知夫（仙台支店）

救急救命法講習会（本社）

交通安全講習会（熊本事業場）

交通安全の呼びかけ（熊本事業場）

入社式



実施実績研修内容研修名称

40時間 131人

16時間　98人

新入社員教育

新任管理職研修

NOKの従業員として必要な
知識の習得
管理職として必要な
知識・スキルの習得

主な研修

アメリカ
中　国
タ　イ
ドイツ
イギリス

オーストラリア
シンガポール
台　湾
フランス

53人
12人
8人
6人
4人
3人
3人
2人
2人

※1986年度～2007年度のグループ実績

国際化人材育成制度

海外派遣先 人数※

人 数休暇制度
育児休業
介護休業

リフレッシュ休暇制度

44人
1人

191人

2007年度休暇取得者数
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　NOK では業務に必要な知識の習得・資格取得を積極的に
進めています。
　また、入社時、管理職就任時の集合教育のほか、従業員
の成長段 階に併せて、OJT ※を含む多 彩な教育を実 施し
ています。

　NOKでは、2006 年に定年後の再雇用制度を導入しました。
再雇用基準は「心身ともに健康であり、働く意欲がある者」で、
多くの方がこの制度を利用して定年後の生活の安定を図る
一方、若い世代に技術・ノウハウの伝承を行っています。
　2007年度は再雇用を希望する方を 100％再雇用しました。

　NOK では、所定外労働の削減・年次有給休暇の取得促進
などを通じて、子育てを行う従業員の会社生活と家庭生活
の両立を支援するための雇用環境整備に努めています。

　海外部門の第一 線で活躍できる人材を育成することを
目的に 1986 年にスタートした制度で、優秀な人材を海外に
派遣して実践的な語学力を修得させ、N O K の海外戦略要員
として育成するものです。
　自由応募・推薦応募による応募者から選抜して、毎年数人
をアメリカ・中国・タイなどに派遣し、現地大学などにおいて
1 年程度の語学研修を実施しています。これまでこの制度に
より海外派遣した実績は右表の通りです。

　NOK では、従業員一人ひとりが自分に合った働き方がで
きるよう、育児休暇制度など各種の制度を整えています。制
度だけでなく、従業員が実際に活用できるようにしており、
2007年度の休暇などの取得者数は右表のようになりました。

研修制度

国際化人材育成制度

多様な働き方の支援

再雇用制度次世代育成支援計画

派遣先
アメリカ
対象年度：2005年度（2006年3月～2006年9月） 対象年度：2006年度（2007年2月～2008年2月）

派遣先
中国上野 良大 安倍 正人

国際化人材育成制度  帰国者のコメント

　派遣先のボストンでは、
ホームステイをしながら学
校に通い、英語漬けの日々
を過ごしました。
　学校には欧州・南米・ア
ジアから来た生徒がおり、
英語の勉強と合せ、さまざま
な国の文化に触れることが
できたことも、グローバル
な仕事を行う上で役立つと
思います。

　海外拠点との連携業務に
おいて、語学スキルの重要
性を日々痛感していました。
この制度に応募し、語学力
ゼロからスタートを切りま
したが、最良の学習環境と、
充実した会社のサポートの
お陰で大きな成果が得られ
たものと自負しています。
　今後は言語の垣根を越え
た業務分野に大きく関わっ
ていきたいと思っています。

いつまでも あると思うなこの環境、みんなで防ごう 温暖化 高木 誠（多摩支店）

※ OJT： On the Job Training の略で、実務を通じて業務上必要な
　　　　　知識や技術を修得させる指導方法



44人
40人
23人
263人
128人
106人
25人
535人
1,164人

団体表彰
勤務成績優秀者表彰
発明考案表彰
製造改善表彰（生産性向上）
製造改善表彰（原価低減）
販売優秀表彰
事務改善表彰
永年勤続表彰

合 計

表彰内容 人数

2007年度 従業員表彰受賞者内訳（NOKグループ）
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　毎年、NOK グループの各事業所で成人式
を行い、新成人となる従業員を祝っています。

　従業員表彰は、常に他の模範となり、業績向上に特に貢
献した従業員をねぎらうとともに、職場の志気を向上させる
目的で毎年実施されています。2008年 4月、NOK本社で2007
年度表彰式が行われ、NOK
グループ全体で 1,164人が
受賞しました。団体表彰で
は、NPCB ※ Production 
Section 2 Plastic Group が
選ばれました。

　NOK グループでは、情報共有やコミュニケーションのツー
ルとして、社内報「種とまと」を毎月発行しています。国内
外 40人の通信員により編集され、発行部数は 8,500 部を
数えます。経営関連情報をはじめ、品質改善事例や外部表彰・
受賞の紹介、また従業員の心と体の健康づくりを推進する記
事を掲載しています。各事業所でのイベント・出来事の紹介
や、従業員の写真・メッセージが紙面を賑わせ、従業員同
士の交流を深める場となっています。

　従業員同士が親睦を深め、職場をより一
層活性化することを目的として、NOK グルー
プ各事業所ではさまざまな社内親睦イベント
を開催しています。新年会、お花見、納涼会、
クリスマスパーティーなど、季節折々の行事
を通して所属部門の垣根を越えた交流を
深め、風通しの良い組織作りに役立ててい
ます。

社内コミュニケーション

●成人式

●従業員表彰

●社内報発行

●社内親睦イベント

守っていこう　緑と笑顔が溢れる地球 岩松 愛子（坂戸物流センター）

成人式（福島事業場）

団体表彰の受賞者

クリスマスパーティー（東海事業場）

ビアパーティー（本社） 新年会（福島事業場）

新春もちつき大会（二本松事業場）

社内報「種とまと」

成人式（二本松事業場）

※ NPCB：NOK Precision Component Batam（インドネシア）

　NOK は、「人間尊重経営」を経営理念とし、風通しの良い組織作りを大切にしています。
職場のコミュニケーションを向上し、活力ある組織を作るため、さまざまな取り組みを行っています。



年 月

1997年
以前

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

12

7

11
12

3

6

9

3

4

7
1

3

4
3

9

9

10

3

4

10

3

4

インテグラルアキュームレータKG（独）に資本参加

インドに関係会社シグマ フロイデンベルクNOK設立
中国に子会社NOKシールプロダクツを設立

タイに子会社NOKプレシジョンコーポネントタイ
を設立

中国に子会社NOKビブラコースティックを設立

シンガポールオイルシールカンパニーを
NOKプレシジョンコーポネントシンガポールに社名変更

子会社日本メクトロン株式会社が
ユニマテック株式会社を新設分割

中国にひ孫会社メクテック蘇州を設立
石野ガスケット工業株式会社の株式を取得し子会社化

北辰工業株式会社の株式を取得し子会社化

ベトナムに子会社ベトナムNOKを設立

子会社シンジーテック株式会社を設立
熊本事業場 新棟竣工

日東工業株式会社の株式を
取得し子会社化

神奈川県藤沢市に湘南開発センターを設立

電子機器用FPC営業部門を
NOKから日本メクトロンへ移管

取引先より「ISO14001認証取得」の要請が急増 

品質管理室に環境管理部を新設
・ＮＯＫ環境保全管理体制の構築 
・ISO14001認証取得方法の検討
・ISO14001文書作成（マニュアル、基準、要領） 
・環境保全管理関係の人材育成 
・管理職教育、内部監査員の養成

環境会計導入

人事部安全課と各事業場業務課の連携による
公害防止活動

NOK環境保全基本方針、行動指針制定

本社、藤沢事業場、福島事業場が
ISO14001認証取得 

二本松事業場、静岡事業場、
東海事業場がISO14001認証取得 

国内７事業場が一つの環境マネジメント
システムで運用されるようになった

熊本事業場がISO14001認証取得 

環境報告書の初回発行
佐賀事業場、鳥取事業場がISO14001認証取得 

環境・社会報告書の初回発行

NOK環境保全基本方針改定

国内全事業場においてゼロエミッション達成

会 社 沿 革 環 境社会活動の歴史
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黎明期の広告ポスター

シグマフロイデンベルクNOK
設立

NOKプレシジョンコーポネントタイ
設立

ISO14001
初回登録証

環境報告書

環境・社会報告書湘南開発センター

熊本事業場新棟

ISO14001
キックオフミーティング

NOKグループでは、会社の発展とともに、環境・社会のための活動を進めてきました。

会社沿革・環境社会活動の歴史
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